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指定生活介護事業・指定就労移行支援事業「あらいぶ・みらい塾」運営規程 
                            

 

（事業の目的） 

第 1条 社会福祉法人四恩会が設置経営する「あらいぶ・みらい塾」（以下「事業所」という。）が行う

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「法」という。）に基づく指定

生活介護（以下「指定生活介護」という。）及び指定就労移行支援（以下「指定就労移行支援」とい

う。）の適正な運営を確保するために人員及び管理運営に関することを定め、事業所の従事者が、支

給決定を受けた障害者（以下「利用者」という。）に対し、適正な指定生活介護及び指定就労移行支

援のサービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 指定生活介護の実施にあたっては、事業所は利用者が居宅において日常生活を営むことができ

るよう、利用者及びその家族の意思及び人格を尊重し、当該利用者の身体その他の状況及びその置か

れている環境に応じた介護・介助および支援・訓練等の生活支援を適切に行う。 

２ 指定就労移行支援の実施にあたっては、事業所は利用者が自立した日常生活及び社会生活を営むこ

とができるよう、利用者及びその家族の意思及び人格を尊重し、就労に向けての必要なスキルを身に

付けるための活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要な知識及び能力の向上のために必

要な訓練その他の支援を適切かつ効果的に行うものとする。 

３ 指定生活介護及び指定就労移行支援の実施にあたっては、地域との結びつきを重視し、利用者の所

在する市町等関係行政機関、その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との連携に努

めるものとする。 

４ 前３項のほか、厚生労働省令「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基

づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例」（石川県条例

第 53号）の内容及びその他関係法令等を遵守し、事業を実施するものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第 3条 指定生活介護及び指定就労移行支援を行う事業所の名称及び所在地は、次の通りとする。 

 （１）名称   あらいぶ・みらい塾 

 （２）所在地  石川県羽咋郡宝達志水町小川弐の部７－１ 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第 4条 事業所における共通する職員の職種、員数及び職務の内容は、次のとおりとする。 

 （１）管理者 1名 

    管理者は、従事者および業務運営を管理する。また、事業所の従事者に対し法令等を遵守させ

るため必要な指導命令を行う。 

 （２）サービス管理責任者 １名 

    サービス管理責任者は、アセスメントを実施するとともに個別支援計画を作成し、利用者およ

びその家族にその内容を説明するほか、事業所に対する指定生活介護及び指定就労移行支援の利

用の申し込みに係る調整やサービス内容の一元的管理等を行うとともに、他の職員に対する技術

指導及び助言等を行う。 

 （３）医師 １名（嘱託） 
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医師は、利用者の日常生活上の健康管理及び療養上の指導を行う。 

２ 前項以外の職員の職種、員数及び職務の内容は、次の通りとする。 

（１） 指定生活介護 

（ア） 生活支援員 ２名以上 

 生活支援員は、個別支援計画に基づき、日常生活上の支援を行うとともに、利用者支

援の企画並びに実施及び家族、地域社会の各種相談に関することに従事する。 

（イ） 看護職員 １名 

 看護職員は、利用者への健康管理及び事業所内の衛生管理全般を行う。また、生活支

援員等へ利用者の健康管理への取り組み及び事業所内の衛生管理全般への取り組みにつ

いて必要に応じ指導助言する。 

（２） 指定就労移行支援 

（ア） 生活支援員 １名以上 

 生活支援員は、就労に必要な知識・技能の向上を図り、関係機関等と調整しながら個

別支援計画に沿った生活支援を行う。 

（イ） 職業指導員 １名以上 

 職業指導員は、就労準備訓練活動による事業を行い、その中で個別支援計画に沿った

就労前訓練を実施する。 

（ウ） 就労支援員 １名以上 

 就労支援員は、公共職業安定所等と連携をとり、職場開拓、求職活動を行い、職場実

習の実現ならびに、採用時さらに採用後の継続的な支援を行う。なお、職場実習等にお

いては、委託訓練、トライアル雇用の制度を活用する場合があります。 

 

（営業日及び営業時間、サービス提供日及びサービス提供時間） 

第 5条 事業所の営業日及び営業時間は、サービス提供日及びサービス提供時間は次のとおりとする。 

（１）指定生活介護 

(ア) 営業日 毎週日曜日から金曜日とする。ただし祝日等（国民の休日含）、8月 15日、12

月 29日から 1月 3日の期間は休業とする。 

(イ) 営業時間 午前８時３０分より午後５時００分までとする。 

(ウ) サービス提供日 毎週日曜日から金曜日を基本とし、毎月の営業できる日数に合わせて予

め事業所が定めた日とする。 

(エ) サービス提供時間 午前９時００分より午後３時３０分までとする。 

(オ) その他 上記の営業日・営業時間のほか、法令上の運営できる日の月上限の関係や行事・

季節慣例・突発的事由等により必要な場合、随時営業、時間延長または休業、時間短縮で

きるものとする。ただし、その際は利用者家族等に適切な方法で事前周知するものとする。 

 （２）指定就労移行支援 

(ア) 営業日 毎週月曜日から土曜日とする。ただし祝日等（国民の休日含）、8月 15日、12

月 29日から 1月 3日の期間は休業とする。 

(イ) 営業時間 午前８時３０分より午後５時００分までとする。 

(ウ) サービス提供日 毎週月曜日から土曜日を基本とし、毎月の営業できる日数に合わせて予

め事業所が定めた日とする。 

(エ) サービス提供時間 午前９時００分より午後３時３０分までとする。 

(オ) その他 上記の営業日・営業時間のほか、法令上の運営できる日の月上限の関係や行事・
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季節慣例・突発的事由等により必要な場合、随時営業、時間延長または休業、時間短縮で

きるものとする。ただし、その際は利用者家族等に適切な方法で事前周知するものとする。 

 

（利用定員） 

第 6条 事業所全体の総利用定員を２０名とする。またその事業毎の内訳は次の通りとする。 

（１） 指定生活介護   １２名 

（２） 指定就労移行支援  ８名 

 

（指定生活介護の内容） 

第７条 事業所で行う指定生活介護の内容は、次のとおりとする。 

 （１）個別支援計画（指定生活介護）の作成 

 （２）食事（昼食）の提供 

（３）入浴又は清拭 

 （４）身体介護 

（５）機能訓練 

（６）創作的活動 

（７）余暇活動 

（８）健康管理 

（９）利用者又は家族に対する相談及び助言 

 

（指定就労移行支援の内容） 

第８条 事業所で行う指定就労移行支援の内容は、次の通りとする。 

（１） 個別支援計画（指定就労移行支援）の作成 

（２） 食事（昼食）の提供 

（３） 職場実習 

（４） 求職活動支援及び職場開拓 

（５） 職場定着ための支援 

（６）訪問による支援 

 （７）施設外支援・施設外就労 

（８）健康管理 

 （９）利用者又は家族に対する相談及び助言 

  

（利用者から受領する費用の額等） 

第９条 事業所は、指定生活介護及び指定就労移行支援を提供した際は、支給決定を受けた障害者（以

下、「支給決定障害者」という）から当該指定生活介護及び指定就労移行支援に係る利用者負担額の

支払いを受けるものとする。 

２ 事業所は法定代理受領を行わない指定生活介護及び指定就労移行支援を提供した際は、支給決定障

害者から当該指定生活介護及び指定就労移行支援に係る指定障害福祉サービス費用基準額の支払い

を受けるものとする。 

３ 事業所は、前２項の支払いを受ける額のほか、指定生活介護及び指定就労移行支援において提供さ

れる便宜に要する費用のうち次に掲げる費用の支払いを支給決定障害者から受ける事ができる。 

① 食事の提供に要する費用の実費相当額 
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② 創作的活動に係る材料費の実費相当額 

③ 入浴に係る水道光熱費の実費相当額 

④ その他、指定生活介護及び指定就労移行支援において提供される便宜に要する費用のうち、日

常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者に負担させるのが

適当と認められるもの。 

４ 事業所は第１項から第 3項までの費用の額の支払いを受けた場合は、当該費用に係る領収書を当該

費用の額を支払った支給決定障害者に対し交付しなければならない。 

５ 事業所は、第 3 項の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ支給決定障害者に対し、

当該サービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障害者の同意を得なければならない。 

 

（通常の事業の実施地域） 

第 10条 指定生活介護における通常の実施地域は、宝達志水町、羽咋市の区域とする。指定就労移行

支援における通常の実施地域は、羽咋市、志賀町、宝達志水町、七尾市、中能登町、かほく市、津幡

町、内灘町の区域とする。これ以外の地域に関しては、必要性、緊急性を考慮して検討する。 

 

（サービスの利用にあたっての留意事項） 

第 11条 利用者はサービスを利用するにあたっては、下記の事項に留意する。 

（１） 喫煙は、原則禁止するものとする。（敷地内外） 

（２） 金銭や貴重品の管理は、原則として利用者個人の責任の範囲で行うものとする。 

（３） 所持品や備品等の持ち込みについては、危険物を除き、作業活動その他日常事業所利用に支

障がない限りにおいて自由とする。 

（４） 事業所内での利用者の「営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動」は禁止するものとする。 

（５） その他利用者への暴力の行使及び人権侵害にあたる行為及び迷惑行為は禁止するものとする。 

 

（緊急時における対応） 

第 12条 事業所の従業者は、指定生活介護及び指定就労移行支援によるサービスの提供中に利用者の

病状の急変、その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡するなどの措置を講ずるととも

に、管理者に報告しなければならない。主治医への連絡が困難な場合は、医療機関への緊急搬送等必

要な措置を講ずる。 

 

（非常災害対策） 

第 13条 事業所は、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、非常災害に関

する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的に従

業者に周知する。 

２ 事業所は、非常災害時に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。 

 

（事故発生時の対応） 

第 14条 事業所は、利用者に対する指定生活介護及び指定就労移行支援によるサービスの提供により

事故が発生した場合は、事故の状況や事故に際してとった処置等を、都道府県及び市町、当該利用者

の家族等に連絡し、必要な措置を講ずるとともに、書面として記録するものとする。 

２ 事業所は、利用者に対する指定生活介護及び指定就労移行支援によるサービスの提供により賠償す

べき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わなければならない。 



 5 

 

（苦情解決） 

第15条 提供した指定生活介護及び指定就労移行支援によるサービスに関する利用者からの苦情に迅

速かつ適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置するものとする。 

２ 事業所は、提供した指定生活介護及び指定就労移行支援によるサービスに関し、関係法規に基づき

市町が行う文書その他物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町が行う調査に協力するとともに、

市町から指導または助言を受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。 

３ 事業所は、社会福祉法（昭和 26年法律第 45号）第８３条に規定する運営適正化委員会が同法第

８５条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力するものとする。 

４ 事業所の苦情解決の手続きは、「社会福祉法人四恩会 苦情解決規程」に基づき行うものとする。 

 

（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第 16条 事業所は、虐待の早期発見に努めるものとする。 

２ 虐待を受けたと思われる障害者を発見した際は、県当局や児童相談所、市町担当窓口に通告するも

のとする。 

３ 当事業所内において、虐待が発生しないよう職員教育に努めるものとする。 

 

（その他運営に関する重要事項） 

第 17条 事業所は、従業者の資質向上のため研修（前条に規定する障害者等の人権の擁護、虐待の防

止等の内容を含む。）の機会を次のとおり設けるものとし、また、業務体制を整備する。 

① 採用時研修 採用後１ヶ月以内 

② 継続研修 年１回以上 

２ 従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者及びその家族の秘密を漏らしてはならない。 

３ 従事者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従事者でなく

なった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従事者との雇用契約の内容とする。 

４ 事業所は、従業者、設備・備品及び会計に関する諸記録を整備するとともに、当該記録を完結の日

から 5年間保存しなければならない。 

５ 事業者は、利用者に対する指定生活介護の提供に関する次に掲げる記録を整理し当該指定生活介護

及び指定就労移行支援を提供した日から 5年間保存しなければならない。 

① 個別支援計画 

② 具体的なサービスの内容等の記録 

③ 市町への通知に係る記録 

④ 身体拘束等に係る記録 

⑤ 苦情の内容等の記録 

⑥ 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録 

６ この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項は事業者と事業所の管理者との協議に基づい

て定めるものとする。 

 

附 則 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 


